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課 題 名
 

６次産業化に関する研究 

研 究 実 施 期 間 平 成 ２ ６ 年 度  

政 策 研 究 の 概 要 （目的、研究内容等について記述） 

６次産業化については、六次化法に基づく総合化事業計

画認定事業者数が 1,811（平成 26 年 3 月 31 日現在）にな

るなど、その取組が全国に広がりつつある。しかし、政策

目標となっている 10 兆円（平成 32 年度）の市場規模への

拡大を実現させるためには、今後、６次産業化の取組をさ

らに加速させ成長産業化を図る必要がある。 

  このため、本研究では、 

 ①６次産業化に着手した個々の農林漁業者の経営の持

続的な発展 

 ②地域内外の異業種等との連携を含め地域全体で取組

む６次産業化の拡大 

という個別的取組と地域的取組の２つの視点から６次産

業化の展開を促進させる条件等を整理することにより、６

次産業化を成長産業化させるための今後の政策の企画立

案に資する。 

  このほか、平成 27 年に施行が予定されている地理的表

示の保護に関する法制度の円滑な実施に向けて、 EU の各

国の審査及び品質管理の運用実態等を調査分析し、我が国

における制度運用への示唆を得る。  

評 価 結 果 
 

○評価会議名及び開催日

平成２６年度所内プロ

ジェクト研究評価会  
（平成 27年度第 3回研

究推進委員会における

内部評価）  
（平成 27年 6月 1日） 

 

○評価委員名 

出田安利（企 画広報室長 ）

玉井哲也（国 際領域長）  

吉田行郷（農 業・農村領 域

長）  

 

○評 価 基 準  

【評価項目ごとの評価】  
 （  ）内は３名の評価委員の投票数を示す。  

 
○今 後 求 め ら れ る 政 策 課 題 等 と の 関わり 

  Ａ評価（３）  

○学 術 面 か ら み た 研 究 の 評 価  
   Ａ評価（２）、Ｂ評価（１）  

○研 究 計 画 ・ 研 究 資 源 ・ 実 施 体 制 の 妥当 性  
Ａ評価（３）  

○研究目標の達成度  
    Ａ評価（３） 

 
【総合評価】  （ ）内は３名の評価委員の投票数を示す。  

１．目標を上回った（２）  
２．目標を達成した（１）  



 
・今 後 求 め ら れる 政 策
課 題 等 と の関わり 
S:非常に大きく関連す 

ると見込める 

A:大きく関連すると見 

込める  

B:関連が見込める 

C:関連は小さい 

D:関連は見込めない 

 
・学 術 面 か ら みた 研 究
の 評 価  
S:学術的に非常に高く 

評価できる  

A:学術的に高く評価で 

きる  

B:学術的に評価できる 

C:学術的な評価はやや 

低い  

D:学術的な評価は低い 

 
・ 研 究 計 画・研 究 資 源
・ 実 施 体 制の 妥 当 性
S:非常に良い 

A:妥当である 

B:概ね妥当である 

C:やや妥当でない 

D:妥当ではない 

 

・ 研究目標の達成度 
S:達成度は非常に高い 

A:達成度は高い 

B:概ね達成している 

C:達成度はやや低い 

D:達成度は低い 

 
・ 総合評価 
１．目標を上回った 

２．目標を達成した 

３．目標を下回った 

４．目標を大きく下  
回った 

 
【評価委員からの主な意見】  
 
○ 六 次 産 業 化 、 人 材 育 成 、 地 理 的 表 示 、い ず れ も 引 き 続

き 重 要 な 政 策 課 題 と 考 え ら れ る 。  
 
○ 注 目 度 も 大 き な 分 野 で 従 来 無 か っ た 新知 見 を 提 供 し て

い る 。  
 
○ 関 連 研 究 者 等 を 広 く 集 め 、 ま た 、 そ のセ ミ ナ ー 、 シ ン

ポ ジ ウ ム も 開 催 す る な ど 研 究 資 源 の 調達 、 配 置 、 活 用
が 的 確 に 行 わ れ た 。  

 
○ 小 課 題 そ れ ぞ れ の 各 種 論 点 に 幅 広 く 対応 し て 成 果 の と

り ま と め が 行 わ れ た 。  
 
○ 6次 産 業 化 に 関 す る 研 究 （ 6次 産 業 化 ）の う ち 、 「 経 営

分 析 」 に つ い て は 重 要 と さ れ る 経 営 指標 を 使 っ た 経 営
分 析 の 手 法 、 「 統 計 分 析 」 に つ い て は、 明 ら か に な っ
た 新 知 見 の 政 策 イ ン プ リ ケ ー シ ョ ン まで 提 示 さ れ て い
な い の が 惜 し ま れ る 。  

 
○ 行 政 部 局 や 事 業 者 等 の 問 題 意 識 に 対 応し 、 行 政 部 局 等

と の 連 携 も と り つ つ 、 多 角 的 な 視 点 で課 題 に 的 確 に 取
り 組 み 、 と り ま と め や シ ン ポ ジ ウ ム 等な ど の 発 信 も 充
実 し て い た 。  

 
○ 一 定 の 成 果 を 出 す こ と が で き た の で 、今 後 は 、 農 林 水

産 政 策 研 究 所 ら し い 研 究 手 法 を 開 発 し、 研 究 を 深 化 さ
せ る こ と で 、学 術 的 な 成 果 を 増 や し つつ 、6次 産 業 化 に
取 り 組 む 実 践 者 に 有 益 な 情 報 も 提 供 して い っ て も ら い
た い 。  

 

今 後 の 対 応 方 針 （評価結果を踏まえた対応方針について記述） 

 

○Ｈ２７年度では、Ｈ２６年度の成果を踏まえつつ、所内プロジェクト

「農村イノベーションの推進に資する人材育成に関する研究」として

新たな視点も取り入れながら、研究を深化させる。 

 

○この中で､６次産業化を含め広く農村イノベーションに資する国内で

の人材育成や大学・研究機関等との連携に関する新たな動向について

調査する。 

 

○また、海外との比較を行いつつ人材育成や活動の場の確保に向けた今

後の展開方向を検討する。 

 

 


